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第１章　プロジェクト形成調査の概要

１－１　調査団の概要

１－１－１　調査の背景

　モンゴル国（以下「モンゴル」と記す）政府は、ミレニアム開発目標を達成する中期的な開

発戦略として「経済成長と貧困削減戦略（EGSPRS）」〔世界銀行により提唱された貧困削減戦

略書（PRSP）のモンゴル版〕を2003年11月に策定した。これにより、各ドナーはこのEGSPRS

に整合した援助の実施が求められている。

　我が国はモンゴルの一層の経済成長実現に向けより効率的な支援をめざすなかで、2004 年

11 月に「対モンゴル国別援助計画」を策定し、４つの重点分野（「市場経済化のための人材育

成・制度整備」、「地方開発」、「環境保全」及び「経済活動促進のためのインフラ整備」）を優

先して協力を実施していくこととしている。

　このような背景の下、我が国は「開発における民間セクターの参入及び民間セクターの強

化」が不可欠として、2004 年９月に「民間セクター支援プログラム形成調査」を実施し、モン

ゴルの民間セクターが抱える諸々の課題を確認するとともに、今後の協力の方向性についての

考察を行った。

　その結果、①中小企業向け金融（マイクロファイナンス）、②集中農場経営、③地方中核都

市コミュニティー建設、④インフラセクター向け金融、及び⑤民間企業人材の育成のニーズが

強いことが確認された。

　本調査は、上記「民間セクター支援プログラム形成調査」の調査結果のなかで、特に金融支

援、人材育成の切り口から上記①～⑤の各ニーズへの具体的支援を検討するものである。

１－１－２　調査の目的

　本プロジェクト形成調査においては、2004年９月に派遣したプログラム形成調査団の調査結

果を踏まえ、下記２分野を中心に現地関係者と協議する。なお、協議の結果を踏まえ、平成

17 年度以降の新規案件として、日本側への要請検討をモンゴル側に期待するものである。ま

た、②集中農場経営、③地方中核都市コミュニティー建設、④インフラセクター向け金融に関

しては、下記金融支援分野での調査の経過・結果を踏まえて別途協力内容を検討することとす

る。

（1）金融支援分野

　一部金融機関等に対する追加調査を実施する。また、この調査結果に基づき、先のプロ

グラム形成調査で確認された金融ニーズ〔①中小企業向け金融（マイクロファイナンス）、

②集中農場経営、③地方中核都市コミュニティー建設、④インフラセクター向け金融〕に

ついて、必要となる資金の性格や規模が異なる多様な資金需要と、政府や市中金融機関、

外国投資等による資金供給を結び付けることが可能となる技術協力（開発調査を想定）内

容について、モンゴル側関係者と協議する。

　また、国際協力銀行（JBIC）が検討しているモンゴルへのツーステップローン（TSL）

は、民間銀行からの資金供給のリソースとして重要であり、TSL実施検討の進捗状況につ

いても、調査団派遣前に十分情報共有を行い、上記 TSL と JICA が行う技術協力が十分に
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連携をとることができるように調整を図ることとする。

（2）人材育成分野

　貿易促進人材養成に関し、モンゴル日本センターのビジネスコースの活用等について関

係者と協議を行う。

　民間企業の直接金融（株式）制度分野における技術協力の可能性（研修、専門家派遣等）

について現地関係者と協議する。

１－１－３　調査団の構成　

担　当 氏　名 所　　　属

総　括
尾澤　潤一

JICA経済開発部技術審議役
Mr. Junichi OZAWA

中小企業金融・ 砂川　眞
JICA客員専門員

マイクロファイナンス Mr. Makoto SUNAGAWA

協力企画
魚屋　将 JICAアジア第二部東アジアチーム　
Mr. Masaru UOYA チーム長
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　１－１－４　調査日程

日 順 月　日 曜 日 現地時間 日　　程

　

１ 2005/3/2 水

10:20 成田発（JL-951）

13:00 ソウル着

15:40 ソウル発（OM-302）

18:20 ウランバートル着

09:30 中央銀行

２ 2005/3/3 木
11:00 現地ODAタスクフォース打合せ

14:30 財政経済省

16:30 産業通商省

10:00 食糧農牧省

３ 2005/3/4 金 14:00 モンゴル日本センター

16:30 食肉協会（Deleg会長）

 ４ 2005/3/5 土 民間企業訪問・現状視察

 ５ 2005/3/6 日 資料整理

09:30 モンゴルJICA事務所報告

 
６ 2005/3/7 月

11:00 証券管理委員会

15:00 貿易投資庁

16:30 在モンゴル日本大使館報告

08:15 ウランバートル発（OM-223）

７ 2005/3/8 火
10:15 北京着

14:50 北京発（NH-906/CA-6653）

19:00 成田着

中小企業金融・
マイクロファイナンス

宿泊場所

ウランバー

トルホテル

12:30 ウランバートル発　

　　 （CA-902）

14:20 北京着

16:50  北京発（CA-421）

21:00 成田着

総　括 協力企画
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１－２　団長所感

　今次調査団は、2004年９月のプログラム形成調査結果を踏まえ、モンゴルの民間セクター支援

のフィージビリティと案件形成に向けた検討を行うためモンゴルを訪問調査した。訪問先は、モ

ンゴル政府機関〔財政経済省、産業通商省、食糧農牧省、中央銀行（モンゴル銀行）、証券管理

委員会、貿易投資庁〕、モンゴル民間企業（食肉、カーペット、食品）、現地ODAタスクフォー

ス（日本大使館、JICA 事務所）、日本センターである。

　訪問の結果を簡単にまとめれば、人材養成と金融システム等整備拡充が当面の重要な課題であ

ることが明確となり、モンゴルサイドにおいても日本側の協力に期待していることが分かった。

このうち、人材養成に関しては、以下の３点でのニーズが高い。

　①　政府関係機関の能力向上

　②　企業・銀行等のマネージメント、金融能力向上

　③　職能工の育成

　金融分野では独立以来の課題となっている長期資金手当に関連して、以下の２点でのニーズが

高い。

　①　長期資金等の資金調達

　②　金融関連人材の能力向上等環境整備、金融情報の整備

　（具体的プロジェクトの案については、第２章で述べることとする。）

　モンゴルは2004年の総選挙の結果、政府機構が大幅に改編された。今回の訪問先においてもカ

ウンターパートが入れ代わっていたため、まったくの未経験者との面談となり、かみ合わせが悪

い部分があった。そのなかで特筆されるのは、①産業通商省の産業支援に対する積極的な取り組

みと JICAへの期待の高さである。また、②食糧農牧省においては複数の局課長が参加する大会

議となり、省としての関心の高さと新たな資金ソースへの関心の高さが感じられた。これを裏づ

けるものとして民間の食肉協会は協会会員の資金需要調査結果を作成している（他の産業セク

ターの資金需要については不明）。

　政府組織について少し参考情報を付け加える。金融分野では、Financial Regulatory Committee

の設置が予定されており、これに伴い証券管理委員会の改組の可能性がある。また、TSLに関し

ては、財政経済省と産業通商省のいずれに権限があるかやや不透明の部分がある。モンゴル政府

が設置する援助協調会議の議長が産業通商大臣になったことによる誤解があるものと想像される。

日本大使館の指摘にあるとおり、国内法に基づき従前どおり財政経済省が責務を負うものと調査

団として理解した。

　国際的な動向としては、米国政府が発足させた新たなスキーム〔ミレニアムチャレンジアカウ

ント（MCA）、総額２億5,000万ドル〕が注目されている。２月にMCA調査団がモンゴルを訪れ、

資金ニーズ等の調査を実施しており、今後の展開に注目する必要がある。このような状況下にお

いて今後金融分野でのドナー間の協調が必要となってくる可能性もあり得る。

　最後に、今回調査の結果、人材養成、金融分野支援という２つの分野において一定の貢献ので

きる可能性があることが分かった。これらはモンゴル国国別援助計画にあげられた重点分野に即

するものである。調査結果を基に、今後 JICA関係部署が新たな案件としての検討を進めること

を強く期待したい。その際、重要な実施機関の１つともなる日本センターにおけるリソースの拡

充など、可能な限り改善が図られることを願うものである。
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第２章　分野別概要

２－１　人材育成

　前回のプログラム形成調査の結果を踏まえ、いくつかの人材育成分野での協力の可能性を調査

団限りの提案として先方に伝え、以下のような意見交換を行った（提案内容については付属資料

２．を参照）。

（1）産業通商省の産業政策立案能力向上のための人材育成

　これに対しては、産業通商省が非常に積極的であり、現在同省内に設置している政策立案

のためのワーキンググループのメンバーをターゲットとした人材育成のプロジェクトを実施

してほしいとの強い要望があった。具体的には、本邦研修を期待しているようであるが、本

邦研修のみならず、現地への短期専門家派遣によるセミナーの実施等の投入も可能であると

考える。セミナーについては、日本センタービジネスコースを活用することが考えられる。

また、ビジネスコースでの個別の講義に加えて、同センターの活動の特徴でもあるフォーラ

ム形式をとり、政府の政策立案を担う行政官と市民の間の意見交換を行う場の提供も可能で

あると考える。

（2）ビジネス人材育成促進、金融分野での人材育成

　企業の経営層に対する人材育成の期待は引き続き高く、既存の日本センタービジネスコー

スの拡大を含めての対応が望まれる。日本センタービジネスコースの今後の活動の方向性の

検討に関しては、近く本邦からの調査団の派遣が予定されており、今次調査団の報告も参考

となろう。他方、同コースに対しては、一定の認知度はあったものの、対象者がモンゴルで

の大企業の関係者に限定されているとの認識がモンゴル側の関係者のなかにあり、今後受講

生の募集間口を広げていくことも必要と考える。

　また、借り手側の企業関係者を対象として、日本のTSL等の融資を獲得するための基本的

考え方、手続き等についての講座の実施を行うとともに、貸し手側の銀行関係者を対象とし

て企業の与信管理、ビジネスプランの評価方法等の講座を実施することも検討に値すると判

断される。

　他方、JICAの集団研修あるいは個別カウンターパート研修で訪日する（あるいは訪日した

経験のある）関係者もいるようであるが、これら研修経験者の組織化、研修後に研修成果を

発表する機会等を設ける等の工夫が必要であると考える。

（3）技能工の育成

　産業通商省、食糧農牧省及び訪問した企業各社から、技能工の育成への協力に対して強い

期待が寄せられた。社会主義体制の時期にあった専門学校制度が崩壊した今、若手専門人材

の育成が組織的に実施されておらず企業ごとにオンザジョブ・トレーニング（OJT）を実施

するものの、定着率が悪いのが現状である。今回の調査では、一部企業等の情報をベースと

して検討したため、結論を出すに至っていない。今後、本件ニーズ、政府の認識を確認しつ

つ、必要であれば、基礎的な調査を実施したうえで、専門分野ごとの研修（例えば、日本セ

ンターの活用）や職業訓練学校等教育機関設立支援を行うことも考えられる。短期的には企
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業が必要としている技術分野を踏まえたうえで、育成分野を絞った形での協力が妥当である

と考える。その場合、単に訓練機関の自己満足に陥らないよう、モンゴル政府、モンゴル民

間セクター両者がプロジェクトに積極的に貢献するようなスキームを検討すべきである（例

えば、サウジアラビア自動車技術高等研修所プロジェクト）。また、モンゴルと大韓民国の協

力による専門学校が既に開校されているという情報もあり、その実態を調査する必要があ

る。さらに、長期的には、学校教育のなかでの職業教育の位置づけを確認し、必要な協力を

実施することもあり得ると考える。

２－２　民間セクターに対する金融支援のための制度整備と拡充

（1）先のプログラム形成調査の結果、金融支援の規模に応じておおむね以下のような資金ニー

ズがあることが確認され、それに対する金融支援制度について関係者に説明をした。

1） 個人経営（伝統的）農牧業従事者向け

資金規模　1,000 ドル以下　

2） 中小企業向け

資金規模　30 万ドル以下

3） 循環型集中農牧業従事者向け

資金規模　100 万ドル超

4） 地方開発における民間支援

資金規模　100 万ドル超

（2）これらの資金規模に応じた金融支援のやり方として、以下の方策が考えられる。

1） 資金規模　1,000 ドル以下

マイクロファイナンス

2） 資金規模　30 万ドル以下

ツーステップローン（TSL）

3） 資金規模　100 万ドル超

中規模ローン、農業基金等

（3）具体的な資金リソースに関しては、JBIC がモンゴルに対する TSL の実施を検討し、MCA

として米国が支援を検討している。また、農業に関連しては、日本の無償資金協力の見返り

資金が積み立てられている。これらの資金の投入が適切に行われ、モンゴル民間セクターの

各層のニーズに適応することで、民間の活動がますます活発になることが期待されている。

　

（4）他方、これら資金がモンゴルに投入された場合も、貸し手となる市中銀行の業務能力、審

査能力、資金ニーズの見極めが課題であることが、今回訪問した各機関から指摘された。ま

た、借り手である各企業、各機関も企業の経営状態等を客観的に評価できるような資料の作

成、手続き等に慣れておらず、銀行からの資金調達が思うようにできていないことも同様に

指摘されている。

（5）かかる状況にかんがみ、今後具体的プロジェクトとしては、以下の協力の可能性を提案し
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たところ、財政経済省、中央銀行、産業通商省、食糧農牧省、いずれもが深い理解と強い関

心を示すとともに早々の実施を要望していた。

1） 金融のニーズに関して需要サイドの調査の実施

　上記（1）の各資金規模のグループに関して、詳細な資金需要を調査し、その結果をモ

ンゴル政府に示し、貸し手である銀行側が民間の資金ニーズに適切に対応できるような

融資を行うように政策的に指導することを期待するものである。特にそのなかでも、

JBIC は 2005 年秋にも TSL の実施をめざしており、JBIC の TSLの対象となり得る中小

企業の資金ニーズについては、調査の早い段階でまとめることが求められる。それ以外

の資金規模の詳細ニーズについては、農業基金やMCAによる資金対応を考えた調査結

果が求められる。具体的には開発調査による実施が考えられる。

2） 金融実務者育成に対する技術協力

　貸し手である銀行の融資業務に携わる実務者、借り手側の企業経営者又は経理責任者

に対し、資金を貸し出す、借り入れるということについてのアドバイス及び実務の研修

を通じた人材育成が必要である。具体的には、技術協力プロジェクト、本邦研修等の実

施が考えられる。

２－３　その他の分野

（1）証券管理制度支援

　証券管理委員会はその機能が低調なため、機能の活性化（人材養成、システムの近代化、

制度近代化）を企画している。ただ、20 名程度の小さい組織で実効性に問題があるととも

に、企業や投資家が株式市場に関心が低いという致命的な状況にある。モンゴル側は日本側

に、専門家によるアドバイスと国内研修を期待しているが、現状を踏まえると、長期的課題

として取り組むとともに、短期的には日本人専門家によるワークショップをアドホックに開

催することが一案として考えられる。なお、同委員会はアジア開発銀行（ADB）との関係が

深いとされており、その実態を把握する必要がある。

（2）貿易投資人材養成について

　貿易投資庁（産業通商省傘下）はそのなかに貿易研修センターを設置する計画をもってい

る。調査団はその現状について質問したが、計画内容について 2004 年９月の調査時点と大

きな変化がなかった。また、責任者不在のため要領を得た回答が取れなかった。職員数

28名、若手職員中心の組織として活力があるものと感じられるが、モンゴルの生産・輸出能

力からすると、貿易分野への協力については更なる基礎情報の取得と、カウンターパートと

の意見交換が必要であると考えている。



付　属　資　料

１．面談議事録

２．プロジェクト提案書（調査団限りの提案）（邦文）

３．同（モンゴル語文）

４．食肉協会の資料（モンゴル語）

５．同（翻訳文）
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面 談 先 モンゴル銀行 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月３日（木）　9:30 ～ 10:30

面談相手
Chimgee Luvsandorji Director, Supervision Department

Batmonkh Dorjraa Director, Banking Div., Supervision Department

調 査 団 尾澤、砂川、魚屋、Sandagsuren（通訳）

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して説明した。説明のポイントは以下のとおり。

○人材育成

貿易促進のための人材育成

産業政策立案に係る政府関係者の人材育成

○民間セクター金融支援

ツーステップローンを含む４つの協力ニーズ

・マイクロファイナンス　資金規模　1,000 ドル以下 個人経営農牧業等向け

・ツーステップローン　　資金規模　30 万ドル以下 中小企業向け

・中規模ローン　　　　　資金規模　100 万ドル超 集中農場向け

・同　　　　　　　　　　資金規模　100 万ドル超 地方開発における民間支援向け

２．JICA ／国際協力銀行（JBIC）の業務分担

○今回のツーステップローンの対象

中小企業にニーズがあると判断している。業種として輸出産業に絞るものではないと理解

している。

中小企業全体の長期融資のニーズに対する支援であると考えている。

○ JBIC

・JBIC はツーステップローンを検討中

・３月に調査実施予定。調査の目的としては、仲介銀行審査、中央銀行の指導・モニタリ

ング体制整備

・ 仲介銀行に、17 行の中からいくつ選ぶかについては、未定。

・ 金融のサプライサイドからの調査

○ JICA

・金融の需要サイドの調査

・借り手となる中小企業のニーズについて調査

・加えて、マイクロファイナンス、中規模ローンのニーズについても調査し、JBICのツー

ステップローン以外の資金協力〔例えばミレニアムチャレンジアカウント（MCA）等〕

に資する調査とする。

・また、ツーステップローン実施においては、借り手側企業、貸し手側銀行の関係者に対

する技術協力（セミナー、研修等）を実施予定。

１．面談議事録



－ 12 －

３．世界銀行「Microfinance Development Fund」プロジェクトについて

○世界銀行「Microfinance Development Fund」プロジェクトが比較的うまくいっている。

・300 万ドルの規模

・当初仲介銀行は２～３行であったが、現在は８行

・仲介銀行の選定委員会を設置しており、これがドイツ復興金融公庫（KfW）支援の TSL

プロジェクトよりうまくいっている理由である。

・メンバーは、中央銀行、財政経済省、民間セクター代表

・対象は、企業又は個人、資金規模は最大１万ドル

・世界銀行の定めた条件は以下の２点

　①　75％をソムから遠隔に住んでいる人を対象とする。

　②　40％を貧困層に対するものとする。

・世界銀行から仲介銀行へは低利で貸し、仲介銀行からユーザーへは市場金利で貸し出し

ている。

○仲介銀行の選択基準は？

・銀行の資産の大小、支店の多少による。

・モンゴルの規定で総資産の 20％を上限に融資を受けることができる。

・2006 年までに銀行の自己資本を 800 万ドルにするという動きがある。800 万ドルあれ

ば、160 万ドルまで融資を受けることができる。現在 800 万ドルを超えている銀行はチ

ンギスハーン銀行、ゴルムト銀行、アノド銀行、TDB（Trade Development Bank）の４

行だけである。

○ ツーステップローン実施にあたり銀行に対する人材育成は非常に効果的であると思う。銀

行は、自分で費用を負担して人材育成する余裕がない。
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面 談 先 在モンゴル日本大使館 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月３日（木）　11:00 ～ 12:00

面談相手
當田大使、清水参事官、佐藤一等書記官

JICA事務所　神埼所長、清水所員

調 査 団 尾澤、砂川、魚屋、Sandagsuren（通訳）

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２．ミレニアムチャレンジアカウント（MCA）のモンゴル側のプロポーザル内容は以下のとおり。

総額：２億 5,000 万ドル

内訳：１億 5,000 万ドル ツーステップローン　 Business Development Program

　　　１億ドル 道路、病院

最初のディスバースは早くて半年後

先日、Millennium Challenge Corporation（MCC）の関係者がモンゴルに来てモンゴル側のみ

ならず現地のドナーとの意見交換を行ったが、モンゴル側のプロポーザルどおりに実施する

ことで問題がないのかについて、不安をもっており、ドナーの意見も聞きたいとのことで

あった。ちなみに、マダガスカルもMCAの対象国となっているが、プロポーザル作成に関

してはドイツ技術協力公社（GTZ）が支援しているとのこと。

３．ドナー調整について

　現在、「道路・運輸」「ガバナンス」「教育・医療」「民間セクター」の４セクターでドナー

のワーキンググループが形成されている。

４．提案内容に関して

（1）地方開発について

　大規模な開発調査は不要。JICAが提案している東西の３県での取り組みもかまわないと

思うが、貧困削減へのインパクトを考えると人口がある程度まとまったところでの実施が

必要とも考えている。（大使館）

（2）集中農場

　何かやるための資金がポイント。先の調査においてベレンの話では１億5,000万円規模

の資金が必要とのこと。これはツーステップローンの枠を超えるものであるが、MCA で

の対応が可能かもしれない。

　農業については仲介銀行が農場に直接融資するのではなく、「農林ファンド」を設置し

てツーステップローン、マイクロファイナンスにつなげるべきであると考えている。（調

査団）

　日本の農協をモデルにしたものが必要。セレンゲ県では一部牧民が集まり、やろうとし

ている。（大使館）
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面 談 先 財政経済省 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月３日（木）　14:00 ～ 15:00

Togmid DORJKHAND Deputy Director, Dept of Foreign Loan and Aid Policy and Coordination

面談相手 Bataa GANBOLD Deputy Director, Sectoral Policy and Investment Dpet.

Lodoidamba NASANBUYAN, Department of Economic Cooperation

調 査 団 尾澤、砂川、魚屋、Sandagsuren（通訳）、JICA事務所：清水所員、ガンツォリグ所員

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２．海外援助の窓口が産業通商省に移るとの話があるが。

　法的に援助調整は財政経済省が所管することになっている。

　他方、援助調整委員会（Aid Coordination Unit、各省の副大臣により構成）の議長が財政

経済省から産業通商省の副大臣にバトンタッチされた。

３．中小企業に資金ニーズは非常に高い。必要とする資金規模として 30 万ドル程度は妥当な

数字であろう。

４．証券市場について

　証券、保険、ノンバンク等を指導監督する機関として Financial Regulatory Committee が

近く設置される予定。どこの省の傘下になるかは未定。
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面 談 先 産業通商省 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月３日（木）　16:00 ～ 17:30

面談相手
GANBOLD Ayush Director, Fund for Promotin Small and Medium Enterprises Zorigt

SH. MUNGUNBAT Chief, SME and Technology Development Div.

調 査 団 尾澤、砂川、魚屋、Sandagsuren（通訳）、JICA事務所：清水所員、ガンツォリグ所員

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２．産業政策立案のためのワーキンググループ

　省内に産業政策立案のためのワーキンググループを設置した。これまで分野別の発展計画

はあったが、総合的なものはなかった。今回の調査団が提案している人材育成において、同

ワーキンググループのメンバーを対象としてほしい。これまで、モンゴル側の関係者が多く

JICAの研修を通じて人材育成されているが、モンゴル全体の政策を考える立場の者が参加す

ることはあまりなかった。日本が行ってきた産業政策、重点分野をどのように決定するのか

についてのプロセスも勉強したい。

３．他のドナーによる支援

　世界銀行、KfWの支援は需要サイドを取り残す形となってしまい、うまくいかなかったと

考えている。銀行は発展したかもしれないが、借り手となるユーザーの発展は顕著ではな

い。

　KfWの融資はかなり残っていると聞いている。これは、融資条件が厳しくいわばハードル

が高いためと思われる。

４．銀行融資について

　銀行融資のうち 95％が融資期間１年未満の短期融資となっている。また、そのうち 65％

が商業と鉱業に対する融資である。金利はドルベースで年利 20％前後、ツグルクベースで

32 ～ 36％である。製造業が借りにくい仕組みになってしまっている。

５．その他

○モンゴル側でも、ドナーと共に民間セクター支援ワーキンググループがつくられている。

産業通商大臣が議長となっている。

○中小企業支援計画についても、モンゴル側でも始めたいと考えている。そのなかには、技

能工の育成が入っている。この分野でも日本の協力を期待したい。

○別のアプローチであるが、リース企業の育成も検討したい。銀行からの資金調達が困難な

ため、建設機材等を購入せず、リースすることで対応できるのではないかと考えている。

○民間セクターに対する金融支援調査に関しては、産業通商省がカウンターパート機関とな

ることができる。
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面 談 先 食糧農牧省 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月４日（金）　10:00 ～ 12:00

DAVAADORJ Gochoo Director, Strategic planning and Plicy Department

面談相手
KHANIMKHAN Ivirai Director, External Relations and Cooperation Div.

PUNTSAGSUREN Choimpog Directo of Pasture and Crop Irrigation Div., Policy

Implementation Coordination Dept.

調 査 団 尾澤、砂川、魚屋、Sandagsuren（通訳）、JICA事務所：清水所員、ガンツォリグ所員

１，プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２．これまでの農牧業への融資

　1996 年から 2000 年にかけて商業銀行が 11 行倒産した。2000 年以降は倒産はなく、外資

が導入されている銀行もある。

　高い金利と短期の融資しかないため、設備投資への資金が借りられない。また、商業銀行

は、土地、施設、設備など不動産を担保として認めるが、農業機械、家畜は担保として認め

てくれない。都市の土地の私有化は進んでいるが地方においては私有化が進んでいない。ま

た、牧草地は私有化できない。したがって担保とする土地がなく、金が借りられないことに

なっている。農牧業で融資を受ける際には、政府が一部金利を負担する等の政策が必要。

　開発銀行設立の議論も前政権のときには行われていた。

　日本の無償資金協力の見返り資金も基金として使えると考えている。900万ツグルクの金

があるが、財政経済省が利用について決定をしていない。

　なお、農牧業については自然環境というリスク要因もあり、他のセクターに比べ金融機関

の支援が弱い。国の基幹産業でもあり、必要な支援を進めていきたく協力をお願いしたい。

３．農業政策面での動き

モンゴルの農業政策

2003 年から 2015 年の国家政策が策定されている

2004 年から 2008 年までの行動計画も策定されている

世界銀行らが「国家開発計画」を策定中である。

このなかで、農牧業分野のポイントは以下のとおり。

・自然に対する脆弱性の改善（家畜頭数がゾド等の影響で、３年間に 1,100 万頭減少すると

きもあれば、１年で 250 万頭増えることもあり、不安定である）

・家畜衛生

・家畜の品種改良

４．集中農場

　集中農場のコンセプトについては議論が分かれているが、半定住型農牧畜業を指す。

　これに対して非集中農場は移動型農牧畜業となる。集中農場では、化学製品を使用しな

い、遺伝子操作をしないことを基本としている。
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　集中農場は消費地に近いところに設置されるべきもので、全国各地にある必要はない。

　肉牛に関しては、肉の量が多い牛、乳牛については、良質のミルクが多くとれる牛、ヤギ

については、毛が細く良質なヤギが必要である。

　例えば、ウランバートルでは年間１億1,000万rの牛乳が消費される。これを満たすため

には 25 万頭の乳牛が必要であり、ウランバートル周辺だけでは足りない。

　肉牛についても、モンゴルの肉牛は５～７歳でようやく 450kg から 600kg の体重となる

が、先進国では肉牛は生後 18 か月で 500kg の体重に成長する。ウランバートルの肉消費を

満たすには、肉牛の品質改善が必要である。

　ウランバートル近郊には 300 以上の集中農場がある。最も多いのが乳牛飼育から牛乳生

産、次が養豚、３番目が養鶏である。

５．集中農場への金融支援について

　資金需要はある。ファイナンスをする場合にも全額をローンで賄うのではなく、自分たち

も一部負担し、政府も一部負担し残りを商業銀行からローンで調達することが望ましい。無

償資金協力で積み立てている見返り資金の活用も必要である。

６．食糧農牧省の所掌範囲

　家畜等は加工するまでが食糧農牧省の所掌となるが、食料品の加工、肥料、飼料の生産に

ついては所掌する。

　皮革、毛皮等は産業通商省所管。
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面 談 先 モンゴル日本センター 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月４日（金）　14:00 ～ 15:00

面談相手
ダワードルジ副所長

持田業務調整員

調 査 団 尾澤、砂川、魚屋、Sandagsuren（通訳）、JICA事務所：佐々木所員

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２，ビジネスコース

　先の中間評価調査団でもビジネスコースの拡充が課題となっている。

　ビジネスコースの位置づけと今後の活動の方向性を検討する調査団が５月に派遣される予

定。

　人材育成分野でのニーズについて調査団の提案は非常に興味深いところであるが、ビジネ

スコースを運営するにおいてもスタッフが足りず運営できる状況ではない。

　貿易人材の育成については、貿易投資庁、JICA事務所とも検討を行いたいと考えている。

３．融資を受けやすくするために

　既にビジネスコース受講生らが「カイゼン」という組織をつくり、自ら企業診断等を始め

ている。モンゴル日本センタービジネスコースを受講し、受講内容を実践して数年後（３年

程度）に成果を出した企業に対し、「日本センターアウォード」を出して表彰したいと考え

ている。これを受賞した企業は、銀行からの融資を受けやすくなるなどのつながりができる

と効果があると考える。



－ 19 －

面 談 先 食肉協会 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月４日（金）　16:00 ～ 17:00

面談相手 Deleg 会長

調 査 団 尾澤、魚屋、Sandagsuren（通訳）

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２．牧畜業の状況

　2001 年から 2003 年までの雪害、寒波でそれまで 3,300 万頭いた家畜が 2,600 万頭に激減

した。2004年には2,800万頭にまで回復し、2005年の予測では3,100万頭になる予想である。

　質の悪い家畜が数多くいるよりも、数が少なくても良質な肉、ミルクが取れる家畜がいた

方がよいと思っている。

　そのためには、１頭の体重を増やすことが必要であり、2004年にはフランスから乳牛の精

子を輸入し、700 頭に人工授精した。2005 年には乳牛用１万個、肉牛用 1,000 個の精子を輸

入する予定である。

３．食肉加工の状況

　これまで６社の加工工場があり、これから２社が加わる予定である。各社とも設備投資を

自己資本で行っており、運転資金が不足している。

　大韓民国に食用の馬肉を生産している加工工場では、2004 年 12 月から、日本向けに馬肉

のドッグフードを生産している。年産５万缶を予定している。

４．資金調達について

　株式の上場、社債の発行については、現時点では行われていない。現在、協会のなかでも

議論している。新しいものへの取り組みとして、警戒心（企業を買収されるのではないか）

があり見極めができていない。

５．人材育成について

　かつての専門学校が崩壊し、若者は高学歴をめざし大学に進学している。技能工が不足し

ている。特に外貨を獲得できる輸出産業の技能工育成が必要である。海外に留学しても、モン

ゴルに帰国する者が少ない、また帰国しても海外で学んだ分野の仕事ができる可能性が低い。
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面 談 先
ウランバートル・カーペット株式会社

面談場所 同　左
（Ulaanbaatar Carpet Joint Stock Company）

日　　時 2005 年３月５日（土）　9:30 ～ 11:30

面談相手 SANDAG Regzedmaa 工場担当副社長

調 査 団 尾澤、魚屋、Sandagsuren（通訳）

土曜日でフルに操業している状況ではなかったが、工場視察をさせてもらった。

１．工場概況

1971 年創業、1992 年に民営化されている。

生産能力：年産 17 万 5,000m2

現在の生産数量：年産 10 万 m2

Joint Stock Company：株の 66％、33％をそれぞれ１人が保有している。

国営企業時代は製品の 90％が輸出されていた。民営化後は輸出は減少している。

製造設備はほとんどが旧東ドイツから導入されたもの、現在もドイツから技術者が来て指導

することがある。

２．人材育成のニーズについて

　技術者については、高卒を中心に採用しているが、離職率が高い。離職の理由として仕事

がきついことと高学歴をめざし大学へ進学することがあげられる。

　JICA の支援としては、技能工の育成を期待している。

　大韓民国の協力で運営されている専門学校の卒業生は定着することが多い。ここでは軽工

業の技能工育成を目的に、２年間の技能育成と４年間の幹部育成が行われている。

３．資金ニーズについて

　じゅうたんの原料となる羊毛を年1,000ｔ調達している。７月から９月にかけてしか原料

が入手できないため、この時期に５～７億ツグリクのまとまった資金が必要となる。これだ

けの金額を融資できる銀行は限られている。借入金は３～６か月で返済している。

４．その他

　自分は個人経営者支援の NGO 活動を行っている。

　フィンランドから羊毛のブラッシングの機械（350 ドル）と毛糸を編む機械（180 ドル）

を購入して、貧困世帯に使用方法と原料を渡して機械をリースしてフエルト製靴下、スリッ

パ等の生産をしている。製品を買い上げ、ウランバートル・カーペット社のシールを張り販

売している。月に100足を生産すると貧困世帯にとっては約１万5,000円の収入となってい

る。この機械は電気を使用しないため、電気代等のコストもかからない。今後海外への市場

開拓を考えている。
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面 談 先 ATAR URGUU社（ベレングループ企業） 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月５日（土）　14:00 ～ 15:30

面談相手
Chimedtseren TOGTOKHBAATAR, General Manager

他

調査団 尾澤、魚屋、Sandagsuren（通訳）

１．工場概況

1941 年創業

1991 年民営化された。

1980 年まではモンゴルで唯一のパン工場であった。

1980 年代は日産 120 ｔのパンを製造していた。現在では日産 35 ～ 40 ｔである。

ウランバートル市内に 2,000 の販売店があり、50 台の配達車両で毎日配達している。

350 名の従業員。うち 40 名が技能工、幹部職である。

主要製品はパン（丸パン）で、日産６万個、80 種類の菓子類も生産している。

現在はベレングループが株の 50％を保有しているのでグループ企業となっている。

２．人材について

　金融、法律、経理の人材はいるが、工場管理、製造分野での人材が不足している。

　社外のセミナーに行かせる余裕がない。受講料が高いことと、どこのセミナーに参加させ

るべきかが分からない。

３．資金調達について

　借入金金利が高いこと、法人税が高いこと（30％）、国民健康保険（所得の 29％、うち 19％

を会社が負担する）、関税（小麦輸入の関税）、付加価値税等がプレッシャーとなっている。
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面 談 先 証券管理委員会 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月７日（月）　11:00 ～ 12:00

面談相手 Sodnomtseren GUNDENBAL Chairman

調査団 尾澤、魚屋、Sandagsuren（通訳）

１．プログラム形成調査の結果について　

　調査団から 2004 年９月のプログラム形成調査の結果について、モンゴル語版の調査団限

りの提案メモを手交して、説明した。

２．取引概況

2004 年の総取引額は１万 6,000 万ドル

内訳は 78％が国債、17％が社債、4.1％が株取引

３．証券取引所の強化

　1998年に企業からの配当を預けていた銀行が倒産し約100万ドルを失った。このことが証

券取引所の信用を失墜することになった。現在 30 万ドルを返済した。法的に政府が負担す

べきであると決まった。

　また、証券がどういうものかを国民に啓発する必要がある。

４．証券管理委員会の人材育成が必要

本邦研修を実施してほしい。

ディーラー強化

25社の人材育成が必要。システム化（取引所のネットワーク）地方とのオンラインが必要。

５．企業側の人材育成

二重帳簿ではなく五重帳簿であり正確な帳簿づけが必要。

帳簿種類の例は、

　証券取引向け：バランスシートの資産部分を少なく報告する

　借入れのための銀行向け：バランスシートの資産部分を多く報告する

　財政経済省向け：バランスシートの経費部分を多く報告する

　監査向け：いろいろと粉飾する

６．その他

　現在、証券管理委員会を拡大して保険業界やノンバンクも監督する部局の設置を検討して

いる。おそらく国家の下に組織されると思う（Reguratory Committee を指す）。
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面 談 先 貿易投資庁 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月７日（月）　14:00 ～ 15:00

面談相手
E. Otgontuya Officer, Esport Promoting Center

D. Nachin Senior Officer

調 査 団 尾澤、魚屋、Sandagsuren（通訳）

　S.Otgonbat 副長官は当日、急に国家に呼ばれたため、面会できず。

　代わりに出席した先方関係者の情報によれば「国際貿易研修センター」を設置する構想があ

り、本年中にはスタートの予定とのこと。日本がモンゴル日本センターでビジネスコースを実

施しており、今後コース内容を拡大することを検討していることを伝えた。モンゴル側が実施

予定の「国際貿易研修センター」との活動のダブリを避け、双方の機関が有機的に協力できる

ことを望んでいることを伝えた。また、「国際貿易研修センター」に関し、その実施内容に関

して日本側関係者（JICA、大使館、モンゴル日本センター）とも共有するよう要請した。



－ 24 －

面 談 先 在モンゴル日本大使館 面談場所 同　左

日　　時 2005 年３月７日（月）　16:30 ～ 17:00

面談相手 清水参事官、佐藤一等書記官

調 査 団 尾澤、魚屋、Sandagsuren（通訳）

　今回の調査結果概要について報告。

　大使館としては、ツーステップローンが開始されるための情報提供を引き続き行っていくと

のこと。日本の財務省も国際通貨基金（IMF）経由現地情報を入手しているようであるが、い

ずれも厳しい見方となっていると聞いている。また、旺盛な資金ニーズを受けて、無償資金協

力の見返り資金の活用についても引き続きモンゴル政府に働きかけていくとのこと。
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